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この年次報告では、2019年7月から2020年6月までの活動を
まとめました。

本書に用いられた国土、領土、都市、地域または関係当局の法的地位および境界に関する表示ならびに資料
の提示は、国際連合本部ならびに国際連合地域開発センターのいかなる見解も表明するものではありません。

UNCRD年次報告 2020
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UNCRDの活動目的は、以下の4点です。
（1）�研修� �

開発途上国の行政官を対象に、地域開発に関する研修
を行う。

（2）�調査研究� �
地域開発をめぐる諸問題をテーマに、上記研修用の教
材開発を兼ねた調査研究を行う。

（3）�助言� �
地域開発に携わる政府機関、NGO、大学等の要請に基
づき各種助言を行う。

（4）�情報ネットワークの確立� �
地域開発に関する情報交流のネットワークを確立する。

　これらの活動目標はUNCRD設立以来、活動の骨
子となっており、開発途上国や移行経済地域の複雑
な地域開発問題に的確に取り組めるよう、時代と共
にその事業プログラムを見直してきました。現在は
「持続可能な地域開発」という概念の具体化を目指し
て、「経済・社会開発」「環境」「防災リスク管理」と
いう3つの視点からその事業を展開しています。

　UNCRDは所長室、総務部、情報サービス、調査
研究および研修を担う経済・社会開発、環境、防災
リスク管理の各ユニットから成り立っていて、アジ
アだけでなくアフリカやラテンアメリカでも活動を
行っています。世界各地域の委員から成るUNCRD
顧問委員会は1年に1回開かれ、UNCRDの事業評
価と今後の指針について勧告を行います。UNCRD
の職員は、研究員、派遣職員（地方自治体出向者
他）、一般職員、助手によって構成されています。ま
た国連事務局に準ずるインターンシップ制度を設け、
UNCRDの活動に関心のある大学院生を受け入れて
います。UNCRDは、ニューヨーク本部の国際連合
経済社会局（UN�DESA）に属し、主として日本政
府が国際連合に拠出する信託基金によって運営され
ています。

　国際連合地域開発センター（UNCRD）は国連と
日本政府との協定により1971年に名古屋に設立さ
れました。UNCRDが名古屋に設立されたのは、当
時、前身である「国連地域開発調査訓練計画中部セ
ンター」が1968年に名古屋で発足し、注目すべき
成果をあげていたことや、地元の熱心な誘致があっ
たことなどにもよりますが、何よりも、日本の急速
な経済成長とその背景となる地域開発計画、特に中
部圏開発整備法に基づく様々な取組みの実績が世界
的にも注目され、その経験を学ぶことに大きな期待
が寄せられたからです。以来、UNCRDは開発途上
国の地域開発に関する総合的機能を持った機関とし
て今日まで活動を続けています。

UNCRDの概要
Information on UNCRD

UNCRD顧問委員会
環境的に持続可能な

交通（EST）

3R�/ 循環型経済

所　長 総務

環境

経済・社会開発

防災リスク管理

情報サービス

（2020年 6月末現在）

設立の背景

活動の目的

機　　構
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■ 統合的地域開発計画 ■

日本発、中部発のSDGsグッドプラクティス

2019年7月1日

　UNCRD が 属 す る 国 連 経 済 社 会 局（UN 
DESA）では「2030 アジェンダと持続可能な開
発目標（SDGs）の達成に向けた取組みで得たグッ
ドプラクティス、成功事例、教訓」を募集しました。
UNCRD でも国内外の自治体に応募を呼びかけ、
海外では UNCRD が地域計画の策定を長年支援
してきたボゴタ市（コロンビア）が、日本国内では、
5 自治体（北九州市、富山市、豊田市、尾張旭市、
下川町）が応募することになり、一部の自治体に
ついては応募書類の作成を支援しました。
　世界中から応募された事例は、UN DESA が
調整役を担う専門機関合同チームによって分析さ
れ、その結果、500 余りのグッドプラクティス
が選定され、国連の持続可能な開発のナレッジプ
ラットフォーム上に公表されました。上記の国内
5 自治体の事例はすべて選ばれました。UNCRD
のホームページでは、以下の通り、4 自治体と地
元中部圏の企業である三承工業株式会社の事例を
掲載しています。
●　都市間連携を活用した国際環境協力とビジネス

（北九州市）
●　人口減少期に突入した成熟型都市において、都

市機能や居住を集約するコンパクトシティ政策
を基本とする、経済・社会・環境の側面の付加
価値を創出しつづける持続可能なまちづくり

（富山市）
●　とよた猪肉カレー（豊田市）
●　尾張旭市の行政計画と具体的な事業の SDGs

による発展（尾張旭市）
●　地域から日本全国への SDGs ビジネスモデル

の推進（SUNSHOW GROUP・三承工業株式
会社）

　こうしたグッドプラクティスや成功事例や教
訓の収集、公開によって、2030 アジェンダと
SDGs の実施がさらに加速されると期待されてい
ます。

2
地域開発
Regional Development
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自治体や他の自治体の取組みを通じて、理解を深
めました。またワークショップでは、気付きや学
びを共有し、それを今後どのように活かせるかを
ディスカッションしました。研修後のアンケート
では、「実際に職員同士でコミュニケーションを
とりながら、SDGs の重要性を実感することがで
きた」等の前向きな感想が多く寄せられました。
研修内容がそれぞれの職場で共有され、各組織全
体で SDGs に対する理解が深まり、今後、各種
計画の策定や事業実施する際の新しいものさしと
なることが期待されます。

します。

（
道路アセットマネジメント特別プログラム 

2019年8月19日〜23日
東京都、愛知県、岐阜県

　UNCRD は、独立行政法人国際協力機構（JICA）
及び公益社団法人土木学会と共催で、「道路アセッ
トマネジメント特別プログラム」を実施しました。
本プログラムは、JICA が実施している長期研修

「道路アセットマネジメント技術の中核人材」に
参加している研修員の理解を更に深めることを目
的として、今年度立ち上げられたものです。第１
回目の今回は 7 ヵ国（バングラデシュ、カンボジ
ア、エジプト、インド、インドネシア、ラオス、
モンゴル）から 12 名が参加しました。
　UNCRD は、国土交通省中部地方整備局道路部、
名古屋大学、中日本高速道路株式会社とのネット
ワークを活用した 2.5 日間のプログラムを提供し
ました。プログラム 2 日目の 8 月 20 日午前中

自治体SDGs事業

愛知県庁、尾張旭市役所にてSDGs研修

2019年7月11日 愛知県尾張旭市
2019年12月20日 愛知県名古屋市

　UNCRD では主に中部圏の自治体から依頼を受
けて、自治体職員を対象とした SDGs 研修を行っ
ています。7 月 11 日は尾張旭市役所にて、12
月 20 日は愛知県庁にて、SDGs 研修を行いまし
た。
　尾張旭市役所においては、午前と午後 2 グルー
プに分けて研修が行なわれ、各局より横断的に計
48 名の職員が参加しました。冒頭、川本健康都
市推進室長、UNCRD の遠藤和重所長の挨拶の後、
健康都市推進室の谷口室長補佐から、「健康都市
の取組みと SDGs」と題して市の取組みについて
講義がありました。続いて、UNCRD の研究員が
ファシリテーターとなって、SDGs のカードゲー
ムを使ったワークショップを行いました。
　また、2019 年度 SDGs 未来都市に選定され
た愛知県庁においても、SDGs に関する職員向
け研修を実施しました。研修には各局より横断的
に計 40 名の職員が参加しました。冒頭、竹澤企
画課長からの挨拶の後、UNCRD がファシリテー
ターとなって、SDGs のカードゲームを使った
ワークショップを行いました。また、ワークショッ
プの後の講義では、日本政府や国内の他の自治体
による SDGs 戦略や、UN DESA で選定された
グッドプラクティスを中心に具体的な取組みにつ
いて解説しました。
　いずれの研修においても、参加者は、SDGs が
採択された背景や理念について学ぶ一方、自らの

尾張旭市役所でのワークショップの様子 名古屋大学での実習の様子
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る環境的に持続可能な交通を目指し、ハイレベル
政策対話を推進するため、環境省と連携して「ア
ジア EST 地域フォーラム」を実施しており、そ
の経験を生かして、研修導入部分の「EST 概論」
と題した EST に関する講義やインセプションレ
ポート発表へのコメンテーターを担当したほか、
地域開発と SDGs に関する講義やワークショッ
プを行いました。研修生には、自国の情勢を十分
に踏まえた上で、研修で学んだことを活かして問
題解決を図ることが期待されます。

自治体SDGs事業

SDGs（持続可能な開発目標）講演会

2020年１月8日
愛知県蒲郡市

　蒲郡市役所において「SDGs（持続可能な開
発目標）講演会」が開催されました。講演会は
UNCRD の協力のもと行われ、鈴木寿明蒲郡市長
をはじめ、各部局から横断的に計 60 名の職員が
参加しました。
　冒頭、蒲郡市役所からの挨拶の後、遠藤所長が、

「地域で進める SDGs」と題して講演しました。
SDGs が採択された背景や海外での動向、日本
政府によるこれまでの取組み、さらには自治体が
SDGs に取り組む意義等について話をしました。
続いて、尾張市役所健康都市推進室の谷口室長補
佐が、「健康都市の取組と SDGs」と題して事例
紹介を行いました。市の SDGs に関する様々な
取組みや、市の計画や具体的な事業と SDGs と
の関連性を整理した考察について紹介しました。

は、UNCRD による地域開発や SDGs に関する
講義や中部地方整備局による日本の道路アセット
マネジメントの取組みに関する講義が行われ、午
後からは名古屋大学で橋梁点検技術研さん・研究
用施設「N2U-BRIDGE（ニュー・ブリッジ）」を
使った点検の概念の紹介や講義が行われました。
翌 21 日から 22 日午前中にかけては中日本高速
道路㈱の協力を得て、名古屋第二環状自動車道路
の建設現場、道路構造物点検施設「E-MAC（イー
マック）技術研修センター」や一宮管制センター
への視察、会社の事業紹介等を行いました。
　また、本プログラムでは、上記以外にも、東京
大学での道路アセットマネジメントの概念に関す
る講義や、岐阜大学と民間企業による点検デモが
行われました。点検デモでは、ロボット、ドローン、
非破壊検査装置といった、民間企業による先端的
な橋梁点検技術による点検作業の実演が行われま
した。また、岐阜大学インフラミュージアムでは、
トンネル、橋梁及び盛土といった土木構造物の実
物大モデルの紹介と講義が行われました。
　参加者からは、「来年度も参加して、道路アセッ
トマネジメントに関する知見を更に得たい。」、「日
本の技術を使用した点検デモを見て、自国にも新
技術を実装したいと思った。」等のコメントが出
され、本プログラム後のアンケートでも高い評価
を得ました。日本国内の取組みや研究の理解を通
じて、各国の道路アセットマネジメントの定着に
つがなるとともに、これらの技術の活用により、
人材や資金が不足する開発途上国における点検の
効率的な実施が期待されます。

JICA課題別研修
「環境的に持続可能な都市交通計画」に協力

2019年11月11日〜12日、25日
愛知県名古屋市

　UNCRD は、JICA の課題別研修「環境的に持
続可能な都市交通計画」（2019 年 11 月 11 日
－ 12 月 6 日）に協力しました。本研修は、環境
的に持続可能な都市交通ならびに都市開発の計画
と管理に関する能力強化を目的としており、今回
は 9 ヵ国 10 名が参加しました。
　UNCRD は、2005 年よりアジア地域におけ

講演会の様子
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　講演会を通じて、参加者は SDGs や自治体が
取り組む意義について理解を深める一方、尾張旭
市の取組みから得た気付きや学びを共有すること
で、今後職場でどのように活かすことができる
かを考えるよい機会となりました。また、講演
会後は、鈴木市長・企画政策課、尾張旭市役所、
UNCRD の 3 者で、今後の SDGs 推進や普及啓
発について意見交換も行われました。蒲郡市役所
内において、SDGs の理念や内容がさらに浸透し、
その理念の沿った取組みがさらに推進され、持続
可能なまちづくりにつながることが期待されま
す。

します。

（
第10回世界都市フォーラムに遠藤所長が登壇 

2020年2月10日
アブダビ市（アラブ首長国連邦）

　2020 年 2 月 8 日〜13 日までアラブ首長国
連邦のアブダビ市で開催された第 10 回世界都
市フォーラムに遠藤所長が出席しました。２月
10 日のスペシャルセッション「ボランタリー・
ローカル・レビュー（VLR）」には、遠藤所長が
スピーカーの一人として登壇しました。ボランタ
リー・ローカル・レビューとは、自治体が自発的
に SDGs の実施状況をレビューし、その結果を
レポートとして発表・公開する取組みです。
　遠藤所長は、まず日本における SDGs 推進に
向けたこれまでの取組みについて説明した後、日
本の自治体（北九州市・富山市・下川町）の VLR
事例を紹介しました。また、データを活用した

「見える化」の取組みとして、ベルテルスマン財
団・持続可能な開発ソリューション・ネットワー
ク（SDSN）や世界都市データ協議会 （WCCD）
等の取組みを紹介し、今後もこうした「見える化」
を特に地域レベルで進めていくことの重要性を強
調しました。UNCRD では今後も、VLR の重要
性を唱え、その取組みを支援していきます。

自治体SDGs事業

「清流の国ぎふ」SDGs推進セミナー

2020年6月19日
岐阜県岐阜市

　UNCRD は、岐阜県と共催で「清流の国ぎふ」
SDGs 推進セミナーを開催しました。新型コロナ
ウィルス感染症による非常事態宣言の解除後、初
となる本イベントは、会場内の消毒に加え、参加
者の健康確認や入場制限など、感染拡大防止に
配慮して行われ、岐阜県内の企業関係者など約
100 名が参加しました。
　 第 1 部 で は、 遠 藤 所 長 が「 地 域 で 進 め る
SDGs 〜新型コロナと共に歩む SDGs 達成に向
けた挑戦〜」と題し、講演をしました。UNCRD
の紹介から始まり、SDGs に関する国連の思想や
取組み、また日本政府の取組みについて紹介をし
ました。加えて、新型コロナウィルス感染症の世
界の動向と主な政策課題にも触れました。続いて、
リコージャパン株式会社岐阜支社と和光会グルー
プの２社が、企業としての SDGs の取組事例を
発表しました。
　第２部は、事前予約制の「相談会」を開催しま
した。UNCRD、岐阜県、JICA でそれぞれ相談
ブースを設けて、参加者からの質問に応じました。
UNCRD は、企業や自治体からの質問を担当し、
新規事業への助言や関連する情報の提供などを行
いました。
　UNCRDは上記以外にも中濃圏域（7月28日）、
東濃圏域（8 月 3 日）で開催されたセミナーにも
協力しました。今後ますます SDGs の取組みが
岐阜県内において加速することを期待します。

遠藤所長による講演の様子
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■ 3R（リデュース、リユース、リサイクル）■
循環型経済

第12回アジア3R
自治体間ネットワーク会合

2020年1月22日〜23日
福岡県北九州市

　UNCRD は、一般財団法人日本環境衛生セン
ター（JESC）、日本国環境省、北九州市との共催
により、2020 年 1 月 23 日に北九州市におい
て第 12 回標記会合を開催しました。
　本会合は、アジア地域における廃棄物リサイク
ルの分野 で 3R の適切な推進に大きな役割を持つ
地方自治体の交流、ならびに 3R 推進の共同行動
の拡大を目的としたもので、第 12 回会合は「自
治体によるプラスチックごみ等の対策と課題」を
テーマに、アジア地域の首長及び地方自治体の代
表、国連および国際機関、民間企業、NGO など、
8 カ国から 100 名以上が参加しました。
　会合は、南川秀樹 JESC 理事長による開会の挨
拶で開幕しました。UNCRD は、アジア太平洋地
域におけるプラスチック廃棄物による汚染状況や
そこから受ける深刻な経済的損失とダメージ、適
切なプラスチック廃棄物管理の重要性等を説明し
た上で、循環型経済やニュー・プラスチック・エ
コノミーの必要性について述べ、UNCRD が取り
組む「アジア太平洋地域における 3R の推進」と「地
方自治体の廃棄物管理サービスを拡大させるため
の国際パートナーシップ（IPLA）− SDG パート
ナーシップ」、そして SDGs について発表しまし
た。
　参加者らは、アジア地域においてプラスチック
廃棄物の問題が増加しているという認識のもと、
効果的な 3R 政策、計画や制度を通じて循環型経
済開発アプローチを進めることによる多くの利点
を強調し、Kitakyushu Declaration を議論し採
択しました。
　また、会合の前日には、北九州市エコタウンセ
ンターを見学に訪れました。

3
環　境
Environment
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第15回廃棄物処理技術に関する国際会議（ICWMT）
においてIPLA特別セッションを開催

2020年6月28日〜30日
オンライン

　UNCRD は、第 15 回廃棄物処理技術に関する
国際会議（ICWMT）において、IPLA の特別セッ
ションを開催しました。
　セッションは、2030 アジェンダ及び SDGs
の実施に向けて、廃棄物管理に関わる新たな課題
を含めた 3R 分野のベストプラクティスの普及
と知識を共有するプラットフォームを提供し、廃
棄物関連のインフラやサービスの世界的なネット
ワークの構築、幅広いステークホルダーの間で資
源循環のモデルや官民連携（PPP）が促進され
ることが期待されました。セッションで UNCRD
は議長を務め、発表も行いました。発表では、ア
ジア太平洋地域における廃棄物管理と循環型経済
の現状、SDGs の影響を考慮した廃棄物ゼロの社
会について重点をおいて発表を行いました。
　なお、UNCRD は第 15 回 ICWMT を後援しま
した。

2019年7月から2020年6月の間に下記の会議を共催し
ました。
2020年

【6月5日　オンライン】
「COVID-19のパンデミック発生時の生物多様性と
環境保全（仮）」をInternational Society of Waste 
Management, Air and Water (ISWMAW)等と共催

■ 地方自治体の廃棄物管理サービスを
拡大するための国際パートナーシップ ■

（IPLA）

第9回国際廃棄物会議(9th IconSWM)の開催を支援
〜第10回アジア太平洋3R推進フォーラムプレイベント〜

2019年11月27日〜30日 
ブバネーシュワル市（インド）

　 第 10 回 ア ジ ア 太 平 洋 3R 推 進 フ ォ ー ラ ム
のプレイベントとして位置づけられた第 9 回
IconSWM は、循環型経済に向けて廃棄物管理の
経済産業としての側面を促進させることを目的に
開催されました。
　UNCRD は、インドにおける廃棄物管理状況と
循環型経済、インド政府の廃棄物管理に関する新
法（2016 年公布）について説明し、途上国にお
ける廃棄物管理のビジネスモデルの可能性につい
て強調しました。

会合の参加者
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エントで持続可能な都市とコミュニティの構築
におけるパートナーシップについて討議する

●　道路の安全性と都市のモビリティのオプショ
ン、自転車及び歩道施設の奨励、道路ネットワー
クの最適化及び都市の駐車場施設の管理、公共
交通指向の都市及びコミュニティの開発の向上
に向けて既存・新規のインフラ及びサービスの
改善が可能な機会を特定し討議する

●　人工知能（AI）、IoT、情報通信技術（ICT）、
高度道路交通システム（ITS）、グローバル・
ポジショニング・システム（GPS）、ブロック
チェーン、ビックデータ、自動翻訳アプリ、セ
ンサーネットワーク、低炭素交通ソリューショ
ンといった先端技術の実装を通じて、アジアの
EST メンバー国が「持続可能な開発のための
2030 アジェンダ（2030 アジェンダ）」、特
に持続可能な開発目標（SDGs）のゴール 11
の達成に向けてどのように貢献できるかを討議
する

●　政府、民間、ドナー機関らとの対話を促進し、
インフラ開発を含む EST 地域での可能な投資
の機会を調査する

●　「バンコク宣言 2020（2010-2020）」の目
標に取り組んでいる国々の進捗、イニチアチ
ブ、成果、及びベストプラクティスについてレ
ビュー及び評価をする

●　アジアにおける都市の交通部門の変化する状況
及び 2030 アジェンダ /SDGs に沿った「バ
ンコク宣言 2020」の後継の戦略ついて討議

■ 環境的に持続可能な交通 ■
(EST)

第12回アジアEST地域フォーラム  

2019年10月28日〜31日
ハノイ市（ベトナム）

　UNCRD は、「低炭素化と高度道路交通システ
ムを通じたスマートでレジリエントな都市の達成
について」をテーマに、日本国環境省、ベトナム
国運輸省、同国天然資源環境省、同国建設省、ハ
ノイ市人民委員会、国際連合アジア太平洋経済社
会委員会（UNESCAP）、及び国際連合経済社会
局（UN DESA）との共催で、標記フォーラムを
開催しました。開催にあたっては、世界銀行、ア
ジア開発銀行、バスワールドアカデミー、公益財
団法人交通エコロジー・モビリティ財団等、多く
の国際機関および関係団体より後援をいただきま
した。
本フォーラムでは
●　環境的に持続可能な交通政策、統合的な都市及

び土地利用計画、持続可能なインフラとサービ
ス、最先端技術、制度及び施策、革新的な資金
調達のメカニズム、安全でスマートかつレジリ

フォーラムの参加者
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する
ことを目的としました。
　フォーラムには、34 ヵ国（アフガニスタン、オー
ストラリア、バングラデシュ、ベルギー、ブータ
ン、カンボジア、中国、フィジー、ドイツ、インド、
インドネシア、イラン、日本、ラオス、リヒテン
シュタイン、マレーシア、モルディブ、モンゴル、
ミャンマー、ネパール、オランダ、パキスタン、フィ
リピン、ロシア、シンガポール、スリランカ、ス
ウェーデン、タジキスタン、タイ、ウガンダ、英
国、米国、ベトナム、ジンバブエ）から政府高官、
自治体の首長等幹部、専門家、国連機関・国際機
関の代表、研究機関、NGO 等、300 名以上の参
加がありました。
　本フォーラムでは、交通部門にかかる分野の横
断的な課題について多く議論されました。具体的
には、EST の今後の役割とスマートでレジリエン
トな持続可能な都市開発、大量の低炭素交通によ
るエア・クオリティ・コベネフィット、スマート
でレジリエントな都市の観点から都市交通インフ
ラのギャップを埋める民間部門の役割、多国間開
発銀行（MDB）及びドナーの役割、オートバイ
を含む車両の排出基準と同等の燃料品質の点検整
備の強化、SDGs に向けたアジア諸国における交
通の安全性の便益と機会、アジアにおけるスマー
トシティの実現、SDGs と協調するバンコク宣言
2020（2010-2020）の後継、SDGs ゴール
11 の達成に向けた魅力的で効率的な手頃な価格
のバスシステムによるアジアの都市の変革、プロ
ジェクトの開発に関する国・ドナー・開発パート
ナーの対話の実現、統合的な都市交通計画と開発、
などの議論が交わされました。また、フォーラム
の成果として、議長サマリーが採択されました。
　フォーラム 3 日目には京都宣言追加署名式が執
り行われ、SDGs のゴール 11 に向けたリーダー
シップと決意を示すため、参加自治体の首長らが

「京都宣言」と「アジアにおけるレジリエントで
スマートな住みやすい都市の実現に向けた EST
の推進のためのハノイ追記」に署名しました。署
名に参加したのは、ハノイ（ベトナム）、ダンガ
ルヒ（ネパール）、クルナ（バングラデシュ）、昆
明市（中国）、ラリトプール（ネパール）、マレ（モ
ルディブ）、宇都宮市（日本）、バンコク（タイ）、
衢州市（中国）の 7 ヵ国 9 都市です。参加都市
数はフォーラムを重ねるごとに増加しています。
　フォーラムの開催前には、プレイベントとし
て、2019 年 9 月にインドのアーメダバード市

において、「公共交通機関の電動化に関するワー
クショップ」、同年 10 月にインドのニューデ
リー市において、「スマートでレジリエントな都
市のための統合的な持続可能な交通に関する会
議」、同じく 10 月にベトナムのハノイ市におい
て、「クリーンな交通の経済的メリット関するワー
クショップ」、「農村交通の発展における女性の役
割に関するワークショップ」、「アジアにおける持
続可能な交通のための革新的なコンセプトに関す
るワークショップ」、そして、「都市のモビリティ
と持続可能な都市交通指数に関する地域の能力向
上ワークショップ」が開催されました。

COP25において持続可能な交通（EST）に
関するサイドイベントを開催

2019年12月9日
マドリード市（スペイン）

　UNCRD は、公益財団法人交通エコロジー・モ
ビリティ財団との共催により、スペインのマドリード
で開催された国連気候変動枠組条約第 25 回締約
国会議（COP25）において、サイドイベント「環
境的に持続可能な交通を目指して」を開催しました。
サイドイベントは COP25 ジャパン・パビリオンにて
行われました。このイベントは、COP25 において
開催された持続可能な交通に関連する様々なイベン
トの 1 つで、交通と気候変動について議論し、よ
り野心的な交通の気候変動対策への取り組みに向
け行われました。
　21 世紀では、今日の新興国と開発途上国が二
酸化炭素の排出の主要国となります。しかし中国や
タイなどの国々では、おおよそ 10 年以内に人口
の減少がはじまり、高齢化の問題に直面します。そ
のため、このサイドイベントの議論では、交通に求
められる需要の増加と人にやさしい交通システムへ
の対応に焦点が当てられました。さらに、NDC、
e- モビリティ、持続可能な交通について会場と議論
が行われました。
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新型コロナ危機
存続危機にあるバス事業者に政府はどう対応できるか

2020年4月9日
オンライン

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により人々
の移動に制限や減少が生じています。そのため、
公共交通機関の経営が厳しくなっています。
　UNCRD は、バスワールドアカデミー、及び国
連人間居住計画（UN-Habitat）との共催により、
with コロナ・after コロナにおいてバスとコーチ（長
距離バス）の事業者が期待する政府からの支援つ
いてのセミナーをオンラインで開催しました。
　セミナーでは、バス事業者らが経営を維持するた
めの経済的および財政的措置について、バスシステ
ムの運営を維持するための措置について、バス運
転手やその他のスタッフの安全を保つための措置に
ついて、の 3 つのテーマについて討議されました。
参加者からは、バス業界は現時点ではどのような行
動がとれるか、どのような措置を政府に提案してい
るか、そしてそれらに対してどのような反応が期待
できるか、など多くの質問が出され、意見交換や対
策案の提案、助言がなされました。また、セミナー
では、これらの課題について、インドの Bus & Car 
Operators　Confederation of India（BOCI）、
アメリカのAmerican Bus Association、スウェー 
デンの Sverige BussfÖretag、ヨー ロッパ の
International Road Transport Union（IRU）
の幹部らによる見解も示されました。
　UNCRD は上記セミナーの他、6 月 4 日にバス
ワールド・ファンデーションとの共催でオンラインセ

ミナー「新型コロナによるロックダウン中、および
ロックダウン後のバス事業の再開について（仮）」
を開催、6 月 18 日にバスワールド・ファンデーショ
ン、UN-Habitat との共催で「インドにおける持続
可能なバス道路交通に向けた財政的およびその他
の支援策（仮）」をオンラインで開催しました。

2019年7月から2020年6月の間には下記の会議、シン
ポジウムなどに参加し貢献しました。

2019年
【9月5日〜9日 アディスアベバ（エチオピア）】

The 14th Annual Session of Global Forum on 
Human Settlements （GFHS 2019）

【12月10日〜13日 ローマ（イタリア）】
3rd International Conference on Green 
Urbanism/International Awards for Livable 
Communities

2020年
【2020年3月5日〜6日 イスタンブール（トルコ）】 

2020 Bus World Conference

会場の様子
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　UNCRD は、東京事務所開設（2019 年 9
月）に伴い、水と災害に関するハイレベルパネル
（HELP）の事務局支援を行うことで、加盟国によ
る水関連災害に関連する活動の促進を推進するこ
ととなりました。
　HELPは政府高官、国連機関の代表などからな
るメンバーと水関連災害の専門家からなるアドバ
イザー、並びにコーディネーターの計48名で構
成されており、事務局は政策研究大学院大学に設
置されています。年二回開かれる会合において、
活動報告や今後の活動方針に関する議論が行われ
ています。

「水と文化」国際シンポジウム 

2020年2月3日
東京都

　UNCRDは、2020年 2月 3日に政策研究大
学院大学（GRIPS）において、GRIPS、水と災
害に関するハイレベルパネル（HELP）、国際記念
物遺跡会議（ICOMOS）オランダと共催で「水と
文化」国際シンポジウムを開催しました。
　世界各国の水に関する遺跡、史跡、文書の事例
共有などを通じ、水と人との関係や、水を通じた
文明・文化の形成過程を深く知ることを狙いとし
て開催された本シンポジウムには、天皇皇后両陛
下のご臨席の下、43の国と地域から約 260名
が参加しました。世界中から集まった研究者や実
務者によって発表された事例をもとに、水と文化
が地域の発展に与えたインパクトとその要素、そ
して今後の地域社会の発展に水が果たす役割と、
SDGsにも謳われている世界の環境保全と持続可
能な成長に向けた新しい人と水の関り、さらには
そのために我々がなすべきことは何かということ
について、熱心な議論が行われました。
　開会式の間には、2019 年 9 月に開設し
た UNCRD 東京事務所の開所式も執り行われ、
UNCRD所長の遠藤和重から東京事務所をホスト
するGRIPS 学長の田中明彦市に看板が手渡され
ました。シンポジウムの成果は、2021 年及び
2022年にニューヨークの国連本部で開催される
水に関する会合やリージョナル・グローバルな水

4
防災リスク管理
Disaster Risk Management
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催される主要な国際会議におけるHELPの活動の
計画や方向性についての議論も行われました。

 第15回水と災害に関する
ハイレベルパネル（HELP）会合

2020年5月29日
オンライン

　第15回会合は、ウェブ会議システムを用いて、
HELP の歴史上初となるオンラインにて開催さ
れ、UNCRDは会議の事務局業務を支援しました。
　会議には、各国政府、国際機関、学術界、市民
社会、民間を代表するHELP加盟機関及びパート
ナー機関から84名が参加しました。ゲストスピー
カーに、世界保健機関（WHO）健康開発総合研
究センター（WHO神戸センター）の茅野龍馬医
官と、香港中文大学 /オックスフォード大学災害・
医療人道対応協力センター長のエミリー・イン・
ヤン・チャン教授をお招きしました。
　会議では、新型コロナウイルス感染症
(COVID-19) のパンデミック下においてHELP
はどう水災害のリスク軽減の取り組みを実施して
いくかが主な議題として議論され、「COVID-19
パンデミック下での水関連災害リスク軽減に取り
組むための原則」が採択されました。
　議論の概要と採択された原則はHELPのウェブ
サイトに掲載されています。

に関する議論にインプットしていく予定です。議
長ステートメントと議論のサマリーはHELP の
ウェブサイトに掲載されています。

 第14回水と災害に関する
ハイレベルパネル（HELP）会合

2019年11月8日
パリ市（フランス）

　UNCRDは、2019年 11月 8日に、フランス・
パリの経済協力開発機構（OECD）韓国代表部の
会議室において、第14回会合が開催されました。
　特別ゲストとして、水と平和に関するグローバ
ルハイレベルパネル議長を務めるダニロ・テュル
ク元スロベニア大統領が参加し他本会合では元大
統領による基調講演を受けて、HELP と水と平
和パネルに関するグローバルハイレベルパネルと
の連携に関する意見交換が行われました。また、
2019年に日本を襲った台風19号の被害に関す
る分析結果や2019年3月にアフリカ南部を襲っ
たサイクロン・イダイによる被害からの復興に関
するフォローアップ活動についての議論も行われ
ました。
　また、現在、HELPの旗艦アクションとなって
いる「資金調達と投資」、「科学技術」、「HELP世
界災害報告書と基幹文書」、「気候変動」について
は、活動の最新状況の報告と今後の方針について
話し合われ、2019年から 2020年にかけて開

会合の参加者ら

シンポジウムの会場全体の様子

東京事務所の開所式の様子
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 キャンパスSDGs事業

2019年9月5日、9月6日、10月23日、
11月8日、11月19日、12月21日

愛知県

　9 月 5 日、6 日、愛知県立南陽高等学校、名古
屋経済大学市邨高等学校にて、UNCRD が「自分
ごととしての持続可能な開発目標（SDGs）」と
題して、出前授業を行いました。愛知県立南陽高
等学校では 11 名が、名古屋経済大学市邨高等学
校では 33 名が参加しました。今回の出前授業は、
産学官連携による SDGs に関する連続授業の一
コマで、UNCRD が第 1 回目を担当、SDGs の
概要についての授業を行いました。その後、授業
は大学や民間企業へと引き継がれ、学びを深めて
いきました。南陽高等学校では後日学んだ内容に
ついて学習発表会が開かれ、UNCRD も参加、一
連の授業が生徒らの新たな気づきや自己有用感に
つながったことが感じられました。
　また、10 月 23 日、11 月 19 日、愛知県立
瑞陵高等学校、名古屋市立北高等学校にて、カー
ドゲームを使ったワークショップを行いました。
愛知県立瑞陵高等学校では 40 名、名古屋市立北
高等学校では 28 名が参加しました。生徒らは楽
しみながらカードゲームを体験し、ゲーム後の振
り返りで、なぜ SDGs が必要とされているのか、
また SDGs があることでどのような可能性があ
るのかを学びました。
　一連の授業やワークショップを受けた高校生た
ちが、SDGs を「自分ごと」としてとらえ、具体
的なアクションをとることが期待されます。
　上記以外にも、11 月 8 日に愛知県立中川商業
高等学校 10 名が UNCRD を訪問、「自分ごとと
しての持続可能な開発目標（SDGs）」と題して
講義を行ったほか、12 月 21 日には、名古屋市
立大学でワークショップを開催、24 名が参加し
ました。

5
広報活動
Outreach Activities
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イメージすることができました。」や、「様々なス
テークホルダーで協働することの重要性を実感す
ることができました。」といった前向きなコメン
トを多く頂きました。2019 年 7 月には愛知県、
名古屋市、豊橋市が SDGs 未来都市に選定され、
県内の SDGs 推進に向けた機運が高まってきて
います。UNCRD では「地域で進める SDGs」
をキーワードに、こうした機運を中部圏に広げて
いけるよう、引き続き SDGs の普及啓発に力を
入れていきます。

信州環境カレッジ×国際連合地域開発センター
協働講座 SDGsワークショップ

2019年11月30日〜12月1日 長野県上田市、長野市
2020年1月18日〜19日 長野県伊那市、松本市

　「信州環境カレッジ」は、長野県庁が「学びの
県づくり」の一環として、環境に関する県民の学
びを拡大し、信州の美しく豊かな自然環境の保全
や持続可能な社会を支える人づくりを進めること
を目的に取り組んでいる事業です。信州環境カ
レッジにおいて、SDGs を学ぶ講座を開くにあた
り、UNCRD が依頼をうけ標記ワークショップを

一般公開セミナー
「地域で進める持続可能な開発目標（SDGs）2020」

2020年1月28日
愛知県名古屋市

　UNCRD は、本セミナーを中部地域の方々に
SDGs についての理解を深めていただき、地域に
おける取組みについて共に考えることを目的とし
て開催しており、今回で４回目の開催となりました。
　日本においては、2019 年 12 月に、第 2 期

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」がまとめられ、
「SDGs を原動力とした地方創生の推進」が施策
の方向性として明確に打ち出されました。そこで
今回は、持続可能な開発の 3 つの柱である経済、
社会、環境に加えて、人口減少という日本特有の
要素を加味したカードゲーム「SDGs de 地方創
生」を使って、ワークショップ形式で実施し、計
65 名の方が参加しました。
　まずは、SDGs や地方創生の考え方についての
共有が行われた後、参加者は、2 つの地域に分か
れ、行政や事業者、市民といった役割を担って、
人的資源やお金を使って、プロジェクトカードに
書かれたプロジェクトを実施しました。プロジェ
クトの結果は、ホワイトボードに「まちの状況」
として可視化され、持続可能な社会の実現を目指
しました。人口減少に直面しながら、いかに地域
を活性化し持続可能な開発を促進するのか、ゲー
ムを通じて体感して頂きました。
　会場は熱気にあふれ、プロジェクトの実施に向
け熱心に交渉する姿や、「まちの状況」の変化に
一喜一憂する様子が印象的でした。終了後のアン
ケート結果でも、参加者の満足度は高かったこと
がわかり、「プロジェクト内容が身近で、SDGs
とまちづくりプロジェクトのつながりを具体的に

伊那市役所でのワークショップ参加者会場の様子

会場の様子
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調査季報「中部圏研究」にSDGsに関する
特別寄稿を連載

2019年6月-2020年3月

　公益財団法人中部圏社会経済研究所が発行する
調査季報「中部圏研究」に、遠藤所長による特別
寄稿が 4 回にわたって連載されました。「地域で
進める持続可能な開発目標 (SDGs)」をテーマ
に、第 1 回（2019 年 6 月）『SDGs とは』、第
2 回（2019 年 9 月）『SDGs 達成を目指すた
めには』、第 3 回 (2019 年 12 月 )『自治体に
おける SDGs の取り組み事例』、そして第 4 回

（2020 年 3 月）『SDGs のゴール 11 を中心と
したターゲットと UNCRD の活動について』と
題し、SDGs が採択された経緯や特徴、SDGs
からみた日本の現状と課題、SDGs アクションプ
ラン等日本政府の動向や自治体における取組みな
ど、さまざまな観点から SDGs を解説しました。
　特別寄稿は中部圏社会経済研究所のホームペー
ジに掲載されています。

SDGsによる企業価値向上ワークショップ

2019年7月23日 愛知県名古屋市
2019年12月16日 岐阜県岐阜市

　UNCRD は、公益財団法人中部圏社会経済研
究所との共催により、7 月 23 日に名古屋市、            
12 月 16 日に岐阜市においてそれぞれ標記セミ
ナーを開催しました。持続可能性や SDGs への
取り組みは企業の事業活動において重要であると
いう理解が進んできており、SDGs は持続的な成
長や企業価値の向上を考えるにあたって欠かせな
いものとなってきています。本セミナーは、SDGs
へ理解と取り組みを推進するため、講義とワーク
ショップを組み合わせた参加型形式で行われまし
た。
　7 月に名古屋市で行われたセミナーには定員を
超える 86 名が参加して行われました。基調講

開催しました。ワークショップは、長野県内の 4
カ所でそれぞれ開催され、自治体職員や会社員、
高校・大学生等、計 99 名が参加しました。
　ワークショップでは、SDGsの 17 の目標を達
成するために、現在から 2030 年までの道のり
を体験するカードゲーム「2030SDGs」を使っ
て、参加者は「なぜ SDGsが私たちの世界に必要
なのか」、そして「それがあることによってどん
な変化や可能性があるのか」を体験的に学びまし
た。参加者は、中学生からリタイア世代まで多様
なバックグラウンドを持った方が参加、参加者間
の対話やコミュケーションは、ゲームが進むにつ
れて、活発に行われるようになりました。
　ワークショップの後のアンケートでは、参加者
からは SDGs を自分ごとしてとらえるきっかけ
となったことが伺えるような感想やコメントを多
く頂きました。長野市で開催されたワークショッ
プの様子は、後日地元テレビ局で放映されました。
県内の様々な主体の方に参加して頂いたことで、
SDGs の取組みの輪が広がることが期待されま
す。

2019 年 7 月から 2020 年 6 月に下記の会議、
シンポジウム、研修等に参加し、発表、講演、講義
等を行いました。

2019年
【7月25日 名古屋大学】

Tongaliプロジェクト事務局 SDGsを学ぶセミナー 
「国際開発プロジェクトとSDGsの動向」と題して講演

【11月4日 ウィンクあいち（愛知県産業労働センター）】
サステナブル・ブランド2019愛知シンポジウム 「地域
で進める持続可能な開発目標（SDGs）」と題して基調
講演

【12月3日 愛知県三の丸庁舎】
愛知県SDGs未来都市等担当者会議 「国際連合地域
開発センターの取組み」について発表

【12月18日 中部大学鶴舞キャンパス】
公益社団法人日本技術士会中部本部防災小委員会 
日本技術士会中部本部特別講演

「SDGsと国際開発プロジェクトの現状と課題」と題し
て講演

2020年
【2月18日 愛知県自治センター】
「愛知県尾張東部・西部環境保全連絡協議会実務研
修会」において「地域で進めるSDGs」と題して講演

【2月28日 ウィンクあいち】
SDGsコミュニティづくりフォーラム 2020」パネリスト
として登壇
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演では、慶應義塾大学大学院政策・メディア研究
科教授の蟹江憲史氏が「ビジネスチャンスとして
の SDGs」と題して、「SDGs の現状・課題」か
ら「SDGs 実現への行動をすすめる発想」につ
いて活動事例や主要な取組みなどを紹介しながら
ご講演くださいました。続いての「企業における
SDGs の取り組み」と題したワークショップには
38 名が参加しました。参加者は 6 つのグループ
に分かれ、「SDGs の目標を１つ定めて、その目
標達成のための自社（団体）・自部署の 2030 年
目標を設定する」をテーマに、必要となる行動な
どについて討議を行いました。討議後に各グルー
プより発表が行われ、蟹江氏より講評をいただき
ました。
　７月に続いて 12 月に岐阜市で行われたセミ
ナーには 50 名の参加がありました。基調講演で
は、蟹江氏が SDGs をめぐる最新の動向や企業
の SDGs の達成に向けた行動などについてご講
演くださいました。続いての特別講演では、第 2
回ジャパン SDGs アワード特別賞を受賞された
三承工業株式会社の神田純代氏が SDGs への取
組み状況についてご講演くださいました。その後
のワークショップには 24 名が参加しました。４
つのグループに分かれて討議を行い、各グループ
の発表には蟹江氏と慶應義塾大学大学院政策・メ
ディア研究科特任助教の寺田好秀氏より講評をい
ただきました。
　名古屋会場で実施したアンケートでは、ほぼす
べての参加者から「大いに満足した」「満足した」
という高い評価が得られました。さらに参加者か
らは「SDGs の最新情報や解釈などとても参考に
なる講義だった」、「異業種の方と同じ SDGs の
目標について話すことでイノベーションが起こる
と感じた」などのコメントをいただきました。岐
阜市の会場においても高い評価が得られ、「でき

るところから取り組んでいける仕組みのヒントが
得られたように思う」、「着眼点は教えてもらえて
良かった」などのコメントをいただきました。い
ずれの会場でも、参加者の SDGs に向き合う姿
勢と取り組みへの関心の高さが相まって積極的な
意見交換がなされていました。SDGs への関心が
高まっている中部地域において SDGs の理解と
推進を働きかける催しとなりました。

名古屋市SDGs普及啓発冊子
「SDGsってなに？」の作成に協力

2020年4月10日

　2019 年 7 月、 名 古 屋 市 は、 内 閣 府 よ り
SDGs の達成に向けた優れた取組みを提案する自
治体「SDGs 未来都市」に選定されました。そこで、
SDGs に対する市民の理解を高めることを目的と
し、啓発冊子「SDGs ってなに？」を作成しました。
　作成にあたっては、UNCRD は監修という形
で協力しました。冊子には、SDGs の趣旨及び
SDGs 未来都市について、17 のゴールについて
の解説と名古屋市の取組み例が記載されており、
また関連施設紹介として UNCRD の活動が紹介
されています。特に 17 のゴールについては、日
本の状況についても言及した簡単な説明と４コマ
漫画で分かりやすく解説しています。市民の認知
度向上につがなることが期待されます。

一般公開セミナー
「国連を職場として」

2019年12月23日
愛知県名古屋市

　UNCRD は、UNCRD 及び国連の活動をより
良く理解していただく一環として、本セミナーを
開催しました。
　第 1 部のパネルディスカッション「国連を職場
として」では、UNCRD 所長の遠藤和重がモデレー

名古屋会場の様子
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ターを務め、国連世界食糧計画（WFP）日本事務
所代表の焼家直絵氏、国際移住機関（IOM）駐日
事務所パートナシップ・オフィサーの椎野美和子
氏、国連開発計画（UNDP）駐日代表事務所ユー
ス連携コンサルタントの大阿久裕子氏、国連児童
基金（UNICEF）ジンバブエ事務所 水・衛生担当
官の平井光章氏の４人のパネリストがそれぞれの
経験を振り返りながら国連機関で働くことの魅力
とやりがい等について語りました。
　パネリストらはこれまでご自身が携わった活動
や経験を返りながら、様々なバックグランドを
持った人たちと共に働くことを通して得たことや
驚いたことを語りました。そして将来、国際機関
で働くことを目指すことについて、専門性だけで
なく考える力や人との関係をつくる力を培うこと
が大事であること、今の学校生活の中で経験でき
ることを大切にして力をつけてほしいこと、いろ
いろな経験や関心を持ってほしいこと、失敗した
経験も人生にとって良い学びのひとつとなるなど
と話しました。
　続いて第 2 部のガイダンス「国際機関で働こ
う！」では、外務省国際機関人事センターの紅谷
明さんが国連機関で働くための必要な資格や外務
省による支援制度についてわかりやすく説明しま
した。
　当日は、高校生や大学生といった若い世代を中
心に 84 名の参加がありました。閉会後の登壇
者との交流タイムにおいても登壇者を囲んで熱心
に質問をする姿がみられ、アンケートを通して

「厳しい世界だと思うが挑戦してみたくなった」、
「もっと話を聞きたい。これからもこういう機会
があれば参加したい」などのコメントが寄せられ、
関心の高さがうかがえました。今後も中部地域の
若い世代が、国連機関への理解とキャリアを考え
る機会となるよう、催しを行っていきたいと考え
ています。

「国連事務局人事担当幹部による国際機関就職セミナー
〜履歴書の書き方、インタビューの受け方〜」に協力

2020年2月18日
愛知県名古屋市

　UNCRD は、外務省国際機関人事センター主催
の標記セミナーに協力しました。東京の国連大学
で行われたセミナーを、UNCRD のある名古屋市、
国連訓練調査研究所（UNITAR）広島事務所（広
島市）、国連人間居住計画（UN-Habitat）福岡
本部（福岡市）の三都市においてウェブ会議シス
テムを用いて中継し、UNCRD の会場には、大学
院生を中心に約 10 名が集まりました。セミナーで
は、国連事務局人的資源部戦略人材管理課長によ
る、国際諸機関特有の履歴書の書き方のコツやイ
ンタビューを受ける際の心構えなどについての講義
が行われました。講義後の質疑応答では、チャット
機能を使って地方会場からの質問が受け付けられ、
UNCRD の会場からも質問が送られました。
　UNCRD は、2012 年より開催している公開セ
ミナー「国連を職場として」において国連機関に就
職するためのガイダンスを行っていますが、今回の
セミナーは、試験対策に踏み込んだ内容でしたので、
すでに国際機関への就職を意識している方々にとっ
てより具体的に考える機会になったと思われます。
今回の催し形態は UNCRD にとって初の試みでし
たが、今後もこのような機会には積極的に行ってい
きたいと考えています。

第2回UNCRD小セミナー

2019年7月9日
愛知県名古屋市

　UNCRD は、UNCRD の活動内容に関連する
テーマへの理解をより深めるとともに、今後の事
業の展開や取り組みについて意見交換を行う場の
一つとして小セミナーを開催しています。
　第 2 回目の小セミナーは、災害リスクの軽減
をテーマに開催し、メインスピーカーに、東京
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大学大学院客員教授で独立行政法人国際協力機
構（JICA）国際協力専門員の石渡幹夫氏を迎え、
JICA 研究所の研究プロジェクト「アジアのイン
フラ需要推計にかかる研究」の成果を発表してい
ただきました。石渡氏は、防災への投資はレジリ
エンスの向上と持続可能な開発の実現に不可欠で
あると強調し、災害が大都市を襲えば大きな被害
が発生することは容易に考えられ、災害リスクを
軽減するためにも防災への投資は重要だと説明し
ました。しかし、経済発展が不十分であれば投資
が限られ、災害が起きた際の復旧にも影響するた
め、投資にはある程度の経済の発展が必要で、現
在の規模、影響、需要を理解することが投資を促
進するために重要だと述べました。
　続いて UNCRD で 3R を担当する研究員から、
UNCRD が取り組んでいるアジア太平洋における
3R の推進に関するイニシアチブと、持続可能な
開発のための 3R および循環型経済にあたっての
先端技術の機会と課題について発表しました。

中部国際空港においてUNCRD及び
SDGsのパネルを展示

2019年8月〜11月
愛知県常滑市

　UNCRD は、昨年に引き続き、中部国際空港
株式会社のご協力のもと、UNCRD の活動及び
SDGs について中部地域をはじめ多くの方々に
知っていただけるよう、中部国際空港において
UNCRD 及び SDGs を紹介するパネルを展示し
ました。パネルは、2019 年 8 月から約 2 か月

の間、中部国際空港旅客ターミナルビル 2 階の国
内線到着コンコース壁面に展示され、その後、同
空港の国際線到着コンコース壁面で展示されまし
た。展示をご覧になった方から問い合わせがある
など、UNCRD を知っていただく機会の一つとな
りました。

セミナーの様子

国内線到着コンコース壁面での展示の様子

国際理解教育支援の推進

　UNCRD は、中、高および大学、あるいは地域の様々

な団体を対象に、地域の国際理解教育推進に積極的

に協力しています。

　2019 年 7 月から 2020 年 6 月に下記の活動を

行いました。

◆受け入れプログラム ———————————
　（見学や講義などの受入れ）

2019年

　8月26日 JICA中部センター

　講義　「UNCRD and the Initiatives − EST, 

　　　　3R and IPLA」（英語）
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　UNCRD では研修・研究成果を定期刊行物、広
報誌などにまとめ、国際機関や各国の中央・地方
政府、大学、研究機関などに広く提供しています。
　また、UNCRD の出版物は、UNCRD の研修・
調査研究活動の成果を周知し、関連組織との情報
交流を行うことを目的に、地域開発および関連分
野の国際機関、先進国および開発途上国の政府組
織、研修・研究機関、学術機関、図書館、情報セ
ンターなどをパートナーとして学術資料や研究報
告、広報誌などの出版物・資料交換に活用されて
います。

■ 定期刊行物
●地域開発論文集
　（Regional Development Dialogue: RDD）

毎号地域開発に関連したテーマを選び、その分野で
著名な 専門家をゲスト編集者に迎えて編纂された論
文集です。地域開発に携わる専門家や政策および実
務担当者に、テーマに即した地域開発問題や課題、開
発経験や事例について、さまざまな観点から討議す
る場を提供しています。（35 巻より年 1 回発行、英）
RDD の相互参照付きの索引は定期的に作成され、最
新 号 の 目 次 及 び ゲ ス ト 編 集 者 に よ る 前 書 き は、
UNCRD ホームページ上に掲載されています。また、
RDD の索引および主旨要約は、以下の抄録や雑誌に
掲載されています。

出版活動

Asian-Pacific Economic Literature、Ekistic 
Index of  Per iod ica ls、Geo Abstracts、
GEOBASE、Index to International Statistics、
Internat iona l  Labour  Documentat ion、
International Regional Science Review、 
Month ly  B ib l i og raphy ,  Pa r t  I I、Rura l 
Development Abstracts、Social Planning、
Po l icy  and  Deve lopment（SOPODA）、
Sociological Abstracts（SA）

●地域開発論文集
　（Regional Development Dialogue: RDD）

・第 35 巻 2014「ニュー・アーバン・アジェンダを
支援する都市と地方の連携」高瀬千賀子、ジャクソ
ン・カゴ、レミ・シエチピング、シン‐チュン・チャ
ン編

・第 36 巻 2016「2030 年に向けた持続可能な地
域開発」A・T・M・ヌルル・アミン編

■ 広報関連資料（無料配布）
　UNCRD では広報活動の一環として、国連機関、
政府機関、研究・研修機関、大学、UNCRD の研
修コース参加者などとの情報交換の推進、また一
般の方々への UNCRD に関する情報提供と周知を
目的として、広報誌などを発行しています。

♦ UNCRD 年次報告
　1 年間の研修、研究および支援事業の成果のほか、
会議報告や出版物の案内、財政支援なども掲載してい
ます。全文をホームページにて公開しています。（年
1 回発行、英・日）

◆ UNCRD 年次報告
　● UNCRD Annual Report（年次報告）

　・2015 ／ 2016
　・2017 ／ 2018

　● UNCRD 年次報告（日本語）
　・2019 年
　・2020 年
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♦ UNCRD ハイライツ
　半期ごとに UNCRD の活動状況などをまとめた広
報紙です。全文をホームページにて公開しています。

（年 2 回発刊、日）

◆ UNCRD ハイライツ（日本語）
・UNCRD ハイライツ No.64 2019 年秋季号
・UNCRD ハイライツ No.65 2020 年春季号
※ ウェブサイトで公開。

UNCRD の出版物は、特に注意書きがないものは、英語
出版物です。

　その他、ブロッシャー（英・日）、小中学生向けパ
ンフレット「地域開発ってなに ?」（日）などを作成
し無料で配付しています。また、UNCRD の活動紹介
のパネルは、学校の行事やフェスティバルなどに貸し
出しが可能です。
　UNCRD の日本語出版物は、UNCRD が編集し、国
際連合地域開発センター協力会が発行しています。

出版物のお問合わせは、メールにてお願いいたします。

（info@uncrd.or.jp）
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2019 年 1 月 1 日基金前年度繰越金 1,455,524

収　入：
日本政府拠出 698,171
投資収益 31,136
為替差益 (1,141)

収入合計 728,166

支　出：
人件費 838,869
委託契約 9,979
備品・消耗品 5,819
旅費 (11,702)
貸借料・共益費・通信費・印刷費・雑費 163,138

小　　計 1,006,103

国連運営費 130,794

支出合計 1,136,897

2019 年 12 月 31 日基金残高 1,046,793

　

財務状況　2019 年 1 月 1 日 -12 月 31 日　（単位：ＵＳドル）

7
財政支援
Statement of Contribution



UNCRD Annual Report 2020UNCRD Annual Report 2020

21 22

2019年

7月9日 愛知県名古屋市 第2回UNCRD小セミナー

7月11日 愛知県尾張旭市 自治体SDGs事業　SDGs研修（尾張旭市）

7月23日 愛知県名古屋市 SDGsによる企業価値向上ワークショップ

8月19日-23日 東京都、愛知県、岐阜県 道路アセットマネジメント特別プログラム

8月-11月 愛知県常滑市 UNCRDおよびSDGsパネル展示（中部国際空港内）

10月28日-31日 ハノイ市（ベトナム） 第12回アジアEST地域フォーラム

11月8日 パリ市（フランス） 第14回水と災害に関するハイレベルパネル（HELP）会合

11月11日-12日、25日 愛知県名古屋市 JICA課題別研修「環境的に持続可能な都市交通計画」（協力）

11月27日-30日 ブバネーシュワル市
（インド） 第9回国際廃棄物会議(9th IconSWM)〜第10回アジア太平洋3R推進フォーラムプレイベント〜

11月30日-12月1日 長野県上田市、
長野市 信州環境カレッジ×国際連合地域開発センター協働講座 SDGsワークショップ

12月9日 マドリード市
（スペイン） COP25においてサイドイベント「環境的に持続可能な交通を目指して」

12月16日 岐阜県岐阜市 SDGsによる企業価値向上ワークショップ

12月20日 愛知県名古屋市 自治体SDGs事業　SDGs研修（愛知県庁）

12月23日 愛知県名古屋市 一般公開セミナー「国連を職場として」

8
主な実施事業等
（2019年7月〜2020年6月）

UNCRD Calendar of Activities

2020年
1月8日 愛知県蒲郡市 自治体SDGs事業　SDGs講演会

1月18日-19日 長野県伊那市、
松本市 信州環境カレッジ×国際連合地域開発センター協働講座 SDGsワークショップ

1月22日-23日 福岡県北九州市 第12回アジア3R自治体間ネットワーク会合

1月28日 愛知県名古屋市 一般公開セミナー「地域で進める持続可能な開発目標（SDGs）2020」

2月3日 東京都 「水と文化」国際シンポジウム

4月9日 オンライン 新型コロナ危機　存続危機にあるバス事業者に政府はどう対応できるか

5月29日 オンライン 第15回水と災害に関するハイレベルパネル（HELP）会合

6月19日 岐阜県岐阜市 自治体SDGs事業　「清流の国ぎふ」SDGs推進セミナー

6月28日-30日 オンライン 第15回廃棄物処理技術に関する国際会議（ICWMT）においてIPLA特別セッション

主
な
実
施
事
業
等
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